事例3b～3d体系化ルールt\
法学部法律学科3年?組　????????　T慧

【事例3b】

　　　　　契約成立←申込効力発生＆承諾効力発生

　　　　　申込効力発生←申込到達（15条1項）

　　　　　承諾効力発生←承諾到達（18条2項）

　　　　　意思表示←申込＆
承諾
　　　　　意思表示到達←郵便受けに入る
　　　　　意思表示到達←電話で言う

　　　　　2005年4月8日申込通知が郵便受けに入る

　　　　　2005年4月9日承諾通知が電話でなされる

　　　　　2005年4月9日契約成立

【事例3c】

1.バーナード社の代理人として契約の成立を主張・論争するいかなる道がありうるか検討する。

　　　　契約成立←申込効力発生＆承諾効力発生（23条）

　　　　申込効力発生←申込到達（15条）

　　　　承諾効力発生←承諾到達（18条2項）

　　　　意思表示←申込or承諾

　　　　意思表示到達←郵便受けに入る

　　　　意思表示到達←FAXが届く

　　　　2005年4月1日申込通知が郵便受けに入る

　　　　2005年4月9日承諾通知がFAXで届く
　　　　2005年4月9日に契約成立

　　　※国連動産売買条約16条1項において、申込は被申込者が承諾の通知を発する前に撤回の通知を到達させないと取消
はできないと規定されている。これを前提に、2005年4月7日に届いたFAXが購入責任者の手元に届いた時期を撤回通知の到達と解し、23条により契約は2005年4月9日時点で成立したと主張できる。

2.アンザイ社の代理人として契約の不成立を主張・論争するためには、申込と承諾をたばねる契約法原則としていかなるルールを必要とするかを示す。

　　　契約不成立←申込取消効力発生or
￢承諾効力発生（16条1項、23条）

　　　申込取消効力発生←取消通知到達
（16条1項
）

　　　￢承諾効力発生←取消通知到達後に承諾通知到達（16条1項）

　　　意思表示←申込＆申込取消

　　　意思表示到達←郵便受けに入る

　　　意思表示到達←FAXが届く

　　　2005年4月1日申込通知が郵便受けに入る

　　　2005年4月7日申込取消通知がFAXで届く

　　　2005年4月9日承諾通知がFAXで届く

　　　2005年4月9日時点での契約不成立

　　　
※国連動産売買条約16条1項において、申込は被申込者が承諾の通知を発する前に撤回の通知を到達させないと取消はできないと規定されている。また、同条約24条において契約の到達とは、相手方に個人的に若しくは相手方の営業所又は郵便送付先に配達された時とすると規定されている。これを前提に、Aはたとえ2005年4月7日のFAXの宛名が「バーナード社ハンブルク支店」となっていても、同条約10条に規定のある営業所に変わりなく、営業所にFAXという即時通達可能な手段にて申込取消意思が到達しているので、その時点で申込の撤回は認められると主張できる
。また、Bの承諾通知は2005年4月9日というAの申込取消通知よりも後に到達しているため、この点においてもAの申込撤回は有効であり、契約不成立という主張が成立すると解せる。
【事例3d】
契約成立←申込効力発生＆承諾効力発生（23条）

契約不成立←申込取消効力発生or￢承諾効力発生（16条1項、23条
）

　　申込取消効力発生←取消通知到達（16条1項）

　　￢承諾効力発生←取消通知到達後に承諾通知到達
（16条1項）

　　意思表示←申込＆申込撤回

　　意思表示到達←郵便受けに入る

　　意思表示到達←FAXが届く



　　2005年4月1日申込通知が郵便受けに入る

　　2005年4月7日申込撤回通知がFAXで届く

　　2005年4月9日承諾通知がFAXで届く


　　2005年4月9日時点で契約不成立

※国連動産売買条約16条1項により、同条2項の取消不能事由がない場合は、承諾前に限り申込の取消をすることができる。本問において、アンザイ社は2005年4月7日の時点で申込撤回通知をFAXという即時到達手段で送っている。また、16条2項の取消不能事由はないと考えられる。よって2005年4月9日時点では、同条約16条1項により契約は不成立と解される。
�よくできていますね。もう少し厳密にすると尚よくなります。


�ここは「or」。次のルールでは正しくできている。


�原告としてはこの論理でよい。


�契約の成立を主張する原告としては、最初は取消のことも言及する必要はない。相手が契約成立の傷害要件の成立を主張したとき、これに反論すればよい。


�契約法原則としてのルールを提示するには、


契約成立←申込効力発生＆承諾効力発生


に対応するルールとした方がよい。すなわち、次のルールの方がよい。


￢契約成立←￢申込効力発生or￢承諾効力発生


そして次のルールを追加する。


￢申込効力発生←申込撤回効力発生


�最初の反論として主張するなら、上記でよい。しかし、厳密なルールとしては、撤回通知が申込到達前または同時にに到達しなければならいことを追加すべき。


�16(1)はこうだが、事例ｃは申込到達前の撤回の到達なので、まずは15(2)として主張した方がよい。


�この論理はその通りである。しかし、それを論理的に証明するためのルール群についても形式化したい。


�上記のように、


￢契約成立←￢申込効力発生or￢承諾効力発生


がより適切。


�取消を承諾効力発生の傷害要件として把握したのは、大変よいと思う。


但し、申込取消効力発生したら承諾効力発生しないというルールにした方がベター。


また、取消効力発生の要件として、承諾発信前にそれが到達する必要があることを組み入れるとよい。
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